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　　　　B 環境政策の進化
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としてより広い視点から地域社会を持続可能
4 4 4 4
にする
　　　　C 人口減少・都市縮小
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を念頭に地域社会の持続可能性
4 4 4 4 4
を向上させる
　わが国では，1990年代後半以降，地域の再生に向け地域の課題を解決するために市民が参加
するかたちで草の根的活動を展開する「まちづくり」が全国各地で盛んである。しかし，このま
ちづくりは，ひとに大きく依存した社会運動に似た面をもっており，近年では，その運動の活力
が息切れした地域も出始めている。Aの方向は，そうした状況のなかで改めて地域の資源や人材
あるいは地域に固有の価値を見直し，まちづくりを持続可能にすることで持続可能な地域づくり
を推進しようとするものである。Bの方向は，植田和弘教授が提唱するように，これまで環境政
策を導いてきた理念である「持続可能」を，地域における環境政策の限界を超えるものとして，
かつ環境以外の分野で地域社会の持続可能性を向上させる地域づくりの政策理念として拡張的に
適用しようとするものである。Cの方向は，これまでもみてきたように，人口減少や都市縮小な
ど，地域社会の持続可能性を危うくする地域の新たな，深刻な将来課題に向けて取り組もうとす
るものである。
　これら3つの方向は，「持続可能な地域社会づくり」の展開を多様にする。このⅢのはじめに
紹介した議論や多治見市の取り組み以外にも，『講座 新しい自治体の設計3 持続可能な地域社
会のデザイン』（2004年）や『持続可能な都市―欧米の試みから何を学ぶか』（2005年）を先導
役に11），「持続可能」というキーワードに着目して地域社会の新たな地域づくりや新たな都市づ
くりについて多様な議論が繰り広げられ，全国の自治体や地域では，そうした展開方向を受けた
かたちでさまざまな取り組みが進められている。さらに，その一方で，この小論がもっとも強く
意識した「人口減少」に対応する地域政策のあり方については，こうした「持続可能」という視
点以外からでもさまざまな検討がなされており，また，それらの動きと関連して都市論や都市政
策の領域では，欧米における「サスティナブルシティ」や「コンパクトシティ」の展開を紹介
することで「都市縮小」や都市の再構築に向けた議論や具体的な試みが盛んにおこなわれてい
る12）。
　最後に，「持続可能」という用語にこだわって，今後の地域づくりのあり方について検討した
具体的事例をもう1つ紹介しておこう。国土交通省総合政策局および関東地方整備局では，2005
年度に「高齢社会における持続可能な地域づくりに関する調査」をおこなっている13）。これは，
首都圏郊外の中規模10都市をモデルに，高齢者の増加と人口の減少という大きな人口変動にあっ
て将来にわたりいかにして地域の活力を持続可能なものにできるかについて，高齢世代へのア
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ンケート調査やケーススタディを駆使して調査・検討したものである。その前半では，1）高齢
化や人口減少が地域に及ぼす影響，2）高齢社会における地域づくりのあり方，および3）民間
活力の活用について考察したうえで，各モデル都市に共通する，次のような7つの課題を導出し
た14）。
　　　① 既成市街地（商業地）におけるリニューアル（住宅開発）のコントロール
　　　② 住宅団地のリニューアル促進
　　　③ 多世代居住（ソーシャルミックス）の推進
　　　④ 人口分布と既存施設のミスマッチ解消
　　　⑤ 域内需要の内生化
　　　⑥ 市経済の新たな牽引役の創造
　　　⑦ ソフト事業による街の活用度向上
　そして，この報告書の後半では，これらの課題に対応し，克服するためには，以下のような地
域づくりの方向転換が必要だとしたうえで，持続可能な地域づくりの方向性としてa）環境制約・
エネルギー制約に対応した既存ストックの有効活用，b）持続可能な居住環境創造，およびc）
持続可能な地域経済という3つをあげ，それぞれについて対象としたモデル都市の現況と課題を
踏まえていくつかの具体的な対応策を提示している。「持続可能な地域社会づくり」に向けて，
（出所：注13）国土交通省総合政策局・関東地方整備局『調査報告書』，43ページ）
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〈大都市圏郊外における地域づくりの転換の必要性〉
持続可能な地域社会づくりに関する一考察
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今後も，こうした政策理念の転換と具体的施策の提示を兼ね備えた取り組みを積み重ね，地域づ
くりの新たなあり方について体系的に整理していく必要があるだろう。
Ⅳ　地域社会の持続可能性：3つの視点
　これまで「持続可能な地域社会づくり」が向かう方向性とその具体的な取り組みについてみて
きたが，では「地域社会の持続可能性」について地域を持続可能にするものとは，またその持続
可能性を向上させるものとは何であろうか。こうした社会にとってきわめて本質的な問いに答え
ることはむずかしい。ここでは，この小論で取り上げた「持続可能な地域社会づくり」に向けて
その持続可能性を見定めていくうえで地域社会政策の視角から重要だと考えられる3つの視点に
ついて示しておきたい。
1）世代間による“地域社会の再生産”という視点
　「持続可能」という理念で「将来世代と現在世代のバランス」や「現在世代から将来世代への継承」
が問題となっている以上，地域においても改めて“世代間にわたる社会の再生産”を注視しなけ
ればならない。「後継人口の創出」，「次世代の育成」，「次世代の社会化」および「世代間連帯の醸成」
など，この“地域社会の再生産”にはさまざまな意味や作用が含まれているが，ここでは，それ
を「地域社会の将来を担う次世代を創出・育成し，地域をコミュニティとして維持・再生するこ
と」と規定しておこう。そして，これには，本来は家族や組織で，いまや国民のレベルでも意識
されるようになった世代間にわたる諸問題を地域において共同体的連帯を基本に改めて問い直す
姿勢が求められる。
　しかし，地域社会においては，次世代育成の施策や人口定着対策に一定の有効性が期待できて
も，少子化対策や人口政策には大きな限界がある。こうした“地域社会の再生産”という視点か
らみると，今後は，これまで以上に，①こうした再生産の核である家族にやさしい地域コミュニ
ティづくり，②地域内における世代間交流や世代間連帯の土壌づくり，および③ひとづくり：「地
域づくりでひとづくり」という態勢づくり，などがいっそう重要となってくるだろう。
2）“地域基盤”を見つめ直すという視点
　「地域」の成層的把握でみたように，地域は，①地域基盤，②地域構造および③地域経過によっ
て層的に構成されているが，地域づくりのあり方が根本的に問い直され，長期的かつ総合的な視
点から地域の再生や地域の持続可能な発展に焦点が定まりつつあることを考えれば，地域の存立
と動きを深く規定する“地域基盤”を見つめ直す視点がこれまで以上に求められるのは自然な成
り行きである。地域社会の持続可能性について考えれば考えるほど，“地域基盤”への視点がま
すます重要になるといってもよいだろう。「地域基盤」というと，交通網や公共施設などハード
的な社会資本インフラを連想する向きもあるが，ここでの“地域基盤”とは，それよりも深く，
広く地域の存立を支えるものを指す。
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　これには，自然的基盤，社会的基盤，人的基盤および文化的・歴史的基盤などがあるが，地域
社会政策の視角からはもちろんのこと，これからの地域のあり方やそれを支えるコミュニティの
大切さを考えると，もっと“人的基盤”の重要さに目を向ける必要があるだろう。突き詰めれば，
やはり「“ひと”なくして地域は存続しえない」のである。この“ひと”という要因を重視して
地域基盤を見つめ直してくうえでは，たとえば①地域のなかで人びとが出会い，コミュニティを
形成するための「公共空間」づくり，②“ネットワーク”と“コンパクト”を形成理念とした都
市基盤の再構築，および③地域の人びとにとって心の拠りどころとなる文化的基盤づくり，など
がこれまで以上に求められるべきである。
3）地域の内なる
4 4 4
発展の原動力となる“地域力”を生み出すという視点
　そして，地域が，こうした地域基盤のうえにしっかりと立ち，地域社会の再生産を持続させて
いくためには，地域の外からではなくその内からわき起こる活力を持続的に維持し，地域の内に
向けた発展の原動力となる“地域力”を生み出すという視点が求められるべきである。そのため
には，これまで以上に，地域の主体である市民の立場に立ち，地域の特性を見つめ直し，地域の
資源を棚卸しし，さらにそこに何らかの新たな創造的価値を見いださなければならない。
　この“地域力”も，近年，地域におけるソーシャルキャピタル（社会関係資本）の醸成が求め
られるなかで，関連して多用される用語である。こうして地域の“地域力”に関心が向くのは，
全国各地の地域に「元気のなさ」が広がっていることの裏返しであるとともに，そうした地域課
題の解決や地域の再生に向け「確実でしっかりとした力」に大きな期待が集まっていることの証
左でもあろう。やはり，地域が持続可能であり，また持続可能な発展を維持するためには「内な
る力」が不可欠なのである。
　では，この「内なる力」は，どこから，どのようにすればわき出てくるのであろうか。それは，
地域のなかにある資源を活用するほかない。そして，いまわが国の「地域」に外から突きつけら
れている多くの制約条件を前提に，地域社会政策の視角からながめれば，そのために有力な地域
資源はやはり「ひと」であり，しかもその力をわき出させるには，「ひと」の力の源となる「生活」
に根ざすことが肝要である。こうした“地域力”を生み出すという視点からみると，今後は，①
地域資源を“地域力”に変える仕組みづくり，②人びとの生活形成の力を地域に生かす場づくり，
および③ひとの力を引き出す「しごとづくり」などが必要となってくるであろう。
Ⅴ　おわりに―地域づくりの新たな方向性―
　いま，このように「持続可能な地域社会づくり」に向けた動きについてみてくると，「地域」
そのものはもちろんのこと，戦後のわが国において「地域」の発展を推し進めてきた地域政策を
統御する地域づくりのあり方が大きく方向転換されようというところにあると考えられる。そ
の転換方向とは，まさに「エクステンシヴ［外延的］（extensive）からインテンシヴ［内包的］
（intensive）へ」である。この表現は，経済発展論や経済成長段階論ではやや使い古された概念
持続可能な地域社会づくりに関する一考察
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であるが，これまでの地域政策を転換し，これからの地域づくりが進むべき新たな方向を指し示
すものである。こうした方向転換の先に，地域社会の持続可能性への視界が開けてくるのであり，
そして，地域社会政策の視角からみれば，それが向かう先には「地域コミュニティの再生」とい
う大きな課題が横たわっている。
　わが国でも，かつてはほとんどの地域社会に自治的な共同体組織が根づき，地域の人びとの生
活を支えてきた。では，それから解体された自律的な地域コミュニティを改めて再生するという
ことは何を意味するのであろうか。それは，ただ地域社会の伝統的特質を守り，そこに旧いコミュ
ニティをたんに回復するということでないだろう。新たに再生される地域コミュニティは，旧い
共同体の拘束から解放された自律的な個人格としての人びとが自ら結びあい，創り出すコミュニ
ティであるべきだろう。地域でこうしたコミュニティを再生していくためには，自治体や行政に
よる補完的な支援のもと，地域の人びとによる自発的な参画と協働がこれまで以上に要請されな
ければならない15）。こうした地域コミュニティの再生はけっして容易なことではないが，「持続
可能な地域社会づくり」に向けた途はそうした地域コミュニティづくりを少しずつでも進めてい
く方向に拓かれるだろう。ここに，地域づくりの新たな方向性を見いだすことができる。
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